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化学技術職員・環境行政職

員連絡会は２月５日、環境関

係４課（環境政策課・琵琶湖

保全再生課・温暖化対策課・

循環社会推進課）と交渉を実

施。交渉では①琵琶湖環境科

学研究センターの人員配置や機器の更新、②環境事務所の中

堅層や専門職の不足、③本庁環境部門の業務と人員の課題、

④育児との両立におけるサポートのあり方、⑤関西広域連合

の業務の見直しなどについて、参加者全員から発言がありま

した。特に、琵環センターにおいては分析項目が増加し高い

専門性が求められていること。子育て世代からは育児との両

立の困難な実情など切実な声がありました。西村環境政策課

長からは、「専門性の高い技術やこれに対応した人員配置など

の必要性は認識している。人員のやりくりは厳しいが、課題

が解決できるように努力していきたい」と回答がありました。

環境関係４課長交渉を実施

水産技術職員連絡会は１月

２８日に水産課長交渉を実施。

交渉では主に、①水産課およ

び水産試験場の人員増、②昇任

の遅れの是正、③老朽化した公

用車の更新、④育児と仕事の両立支援、⑤インターネット環境など

を中心にやりとりしました。参加の組合員からは「漁業法の改正が

あり琵琶湖の漁業をもっと深化していける時期だが人員不足で入り

込めない現状がある」「水産課や試験場の連携が一層重要であるが

議論が不足している」「育児との両立が一層重要になってくるが、

時間外を前提にした職場実態は改善する必要がある」等の声が出さ

れました。これに対して二宮課長は「漁業法改正に伴う業務増は認

識しており人員増の要求をしている。水産試験場においては、次年

度はホンモロコの生産業務を委託するなど業務量の削減を図ってい

く。育児との両立は重要であり、代替職員はしっかり確保する必要

があると考えている。公用車については、必要な修理は適宜行いな

がら、今後、予算に組み込むことを検討したい」と回答しました。

水産課長交渉を実施
土地改良職員協議会は１月２７

日、耕地課長・農村振興課長と交

渉を実施。交渉には、協議会役員

をはじめ各職場からの代表者が参

加。若手の組合員からの発言も含

めて職場の実態に基づく生の声を

両課長に伝えました。主な要求としては、①大型補正予算に

対応する人員確保、②若手職員がやりがいを持てる職場環境、

③コロナ禍における働き方、④永源寺ダムに関すること、⑤

ハラスメント対策などを中心に回答を求めました。

中川耕地課長から冒頭にコロナ禍での職員の奮闘に対する

謝意があった後、回答があり「若手職員がやりがいを持てる

職場環境づくりは重要。議論や提案など次につながるものが

あればお願いしたい。予算執行については、皆さんの奮闘に

感謝している。受益者の期待があり予算確保ができる今、可

能な対応はしたい。また、必要な人員確保に努めたい。風通

しの良い職場づくりは重要であり、個別の課題があれば対応

したい」などを述べました。

耕地課･農村整備課長交渉を実施

自治労県職は、職場要求運動として、アンケート等で職場

の意見をまとめて、所属長や主管課長との交渉を実施してい

ます。これまでの間に各職能協議会を中心に各段階での交渉

を実施してきました。要求の中心は人員の確保となっていま

すが、働き方改革や昇任異動などの課題も重要なテーマとな

っており、職場の声を伝え、提言等を行っています。

人事異動内示日の予定
３月２２日(月)午前9時予定 ※一括内示の見込

職業能力開発関係職員協議会は

２月８日、労働雇用政策課長と交

渉を実施。今回の交渉は、高等技

術専門校草津校舎で実施し、校か

ら多くの組合員が参加し、奥山課

長と率直に議論しました。組合員からは「欠員補充はもとより

訓練の実態に応じた人員確保を」「訓練科の再編等では課題も多

く、今後は職場からの議論を踏まえてほしい」などの訴えがあ

りました。これに対して奥山課長は「欠員や前倒しについては

確保できるように努力している。科の再編などのあり方につい

ては、来年度にプランの見直しがあるので、現場からの意見を

出してもらい検討したい」と回答。

また、これに先立ち、高等技術専門校

の校長交渉を実施。参加組合員から意見

や思いを伝えました。校長からは、それ

ぞれに具体的な回答がありました。

労働雇用政策課長交渉を実施
高等技術専門校長交渉を実施
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人員人事や働き方改革など職場要求の実現へ
～職場要求で主管課長交渉・所属長交渉を実施～



自治労病院労組総合病院支部は２

月１２日、総合病院事務局次長との

交渉を実施。交渉では主に、①各セ

クションの人員増や適正な人員配置

について、②回復リハビリ病棟の再編について、③救急外来の

輪番制の対応について、④検査技師や薬剤師の採用等、⑤昇任

格差の是正について、⑥新型コロナのワクチン接種の対応など

について、やり取りを行いました。特に、病院事業庁での７人

の定数増を受けた、総合病院における増員等の方針。９Ｂの再

編問題では、現在一時閉鎖となっている現状からの回復と今後

の方針。救急外来の輪番制の扱いに関わっての基本的な考えの

明示とこれに伴う人員体制の確保を求めました。

望月事務局次長は「病院の執行体制は現在検討中だが、新型

コロナ対策を含めた対応を強化したい。回復リハビリ病棟につ

いては、一時閉鎖から元に戻す時期は明確には示せないが、今

後の再編については、改めて意見は聞かせていただく。湖南圏

域における「二次救急の輪番」については、

月に２、３回程度。４月から医師の確保も

行い、対応づくり等を図ってまいりたい」

と回答。組合からは改めて人員体制の確

保を求めました。

県立総合病院次長交渉を実施

自治労病院労組の小児保

健医療センター支部は２月

３日、センター病院長交渉

を実施。交渉では①小児保

健医療センター移転改築や

今後の見通し、②看護職やコメディカルの人員確保、③昇任格差

の是正、④働き方改革などを求めました。二見病院長は、「移転

改築については予定より遅れるが、新たな課題として感染症対策、

救急医療等について改めて検討し設計に反映させ、２０２５年１

月開院を予定。８月には検討結果を示し、皆さんには全体像を見

えるようにしていきたい。より良い施設で頑張ってもらえるよう

にしたい。人員については、看護職は採用により実働職員が増加

できるようにしたい。他のメディカルスタッフについては、人員

増は厳しいが、様々な工夫を行い対応していきたい。昇任格差の

是正については、頑張っている職員が昇任できるよう病院として

努力していきたい」と回答しました。

小児保健医療センター病院長交渉を実施
自治労病院労組の精神医療

センター支部は１月２７日、

精神医療センター病院長と交

渉しました。冒頭、大井病院

長から、コロナ禍での職員の

奮闘に謝意がありました。交渉では①医師・看護師・検査技師の

欠員補充と人員確保、②時間外勤務や年休取得の環境改善、③新

型コロナ感染症への対応、④人事評価制度や昇任格差の是正等を

要求しました。大井病院長からは「看護師の欠員補充は４月採用

で充足させる予定。医師確保は具体化へ調整中。年休取得では５

日以上の義務化を含めて計画的に取得できるように取組んでい

る。新型コロナ感染症対策では病床を確保している。ワクチン接

種は３月からの院内接種で調整している」など回答。

組合からは、人員不足より生じる安全確保の困難さ、人員確保

につながる年休取得環境整備、食堂の再開などを訴えました。

精神医療センター病院長交渉を実施

自治労県職は２月４日、障害

福祉課長交渉を実施しました。

交渉では、主に①近江学園

の改築と今後の運営体制の在

り方、②施設の欠員補充など

人員体制の確保、③社会福祉

職のキャリア形成、④むれやま荘･信楽学園の指定管理の課題な

どで議論しました。酒見課長は「近江学園の改築は当初予定よ

り遅れるが、Ｒ6年4月に開所を予定しており、運営等について

は、ワーキングチームで現場も含めて検討していきたい。人員

確保については、厳しい中にあっても、中堅層の確保など質の

面で強化していきたい。社会福祉職のキャリア形成は、社会福

祉職人材育成基本方針に基づき個々の希望も踏まえて進めたい。

むれやま荘等の指定管理については、入所者の生活に支障のな

いように努力したい」と回答。

この交渉に先立ち近江学園の上村園長と交

渉を実施。欠員補充など人員体制の確保、時

間外や年休取得の改善等について要求しまし

た。園長は、「欠員補充等はもとより、働き

やすい施設づくりに努めたい」と応えました。

障害福祉課長交渉を実施
近江学園長交渉を実施
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休憩時間の割振り変更の特例の追加
休憩時間の割振り変更については、すでに３パターンが示さ

れていますが、今般、さらに２パターン追加されました。
【追加後のパターン】（下線が追加）
①午前11時00分から正午まで
②午前11時30分から午後0時30分まで
③正午から午後1時まで
④午後0時30分から午後1時30分まで
⑤午後1時00分から午後2時00分まで

会計年度任用職員の相談窓口を開設
会計年度任用職員の再度の任用（雇用の更新）時期を迎えよ

うとしていますが、課題や困難な事情があるようでしたら、遠

慮無く組合までご相談ください。自治労県職は、会計年度任用

職員の処遇改善を含めて取り組みを行っています。

自治労県職本部：県庁東館５階
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職業能力開発関係職員協議会は

２月６日、労働雇用政策課長と交

渉を実施。今回の交渉は、高等技

術専門校米原校舎で実施し、校か

ら多くの組合員が参加して職業訓練のあり方や現場での課題や悩

みなどを基に奥山課長と率直に議論しました。組合員からは「高

等技術専門校の職業指導員の欠員が続いており早急に補充してほ

しい」「セミナーのニーズは高いがこれに対応する人員が確保さ

れていない」「訓練科の再編では課題も多く、今後は職場からの

議論を踏まえてほしい」などの訴えがありました。これに対して

奥山課長は「欠員については引き続き補充できるよう努力したい。

セミナーの人員体制は校の本来業務との関係で難しい部分がある

高等技術専門校長交渉を実

自治労県職は２月４日、障害福祉課

長交渉を実施しました。今回の交渉は、

初めて近江学園で実施し、園からの参

加者は日頃の悩みや不安も含めて課長

に実態を訴えました。主には①近江学

園の改築の動向と今後の人員体制の確

保②近江学園の調理員確保③社会福祉

職のキャリア形成の方向④働き方改革の課題などで議論しまし

た。 酒見課長は「近江学園の改築について、来年度に事業者を

選定し、その後Ｒ３年度から建設工事を行い、Ｒ５年度中の開所

を予定している。改築後の人員体制も含めて、今後、現場とも意

見交換しながら検討していきたい。直接処遇や調理員については

直営で行う方針である。社会福祉職のキャリア形成は人材育成方

針に基づき個々の希望を踏まえて進めたい」と回答。

近江学園長交渉を実施


